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1１．本論文の主旨
本研究は、国際的教育潮流になりつつあるインクルーシブ教育の推進にとって重
要とされる、教師の障害児への教育に対する自己効力感と態度に焦点を当て、両
者に影響のある様々な要因を、日本とシンガポールを事例に、実証的に考究した
ものである。具体的には、教師の自己効力感と態度に影響する要因を、児童・学生
に関連する要因、教師に関連する要因、学習環境に関連する要因の3つに分けて
分析し、それらの要因が、障害児のインクルージョンにどのように関係するのかを解
明した。さらに、教師の障害児のインクルージョンに対する自己効力感と態度の関
係性に着目して、両国におけるインクルーシブ教育推進への課題と戦略に関する
考察を行った。
研究手法としては、質問紙調査を中心としたフェーズ１と教師に対する半構造化
インタビューを中心としたフェーズ 2 の 2 段階で、日本（東京、つくば、熊本）とシン
ガポールにおいて、フィールドワークを行った。教師の自己効力感と態度の測定に
関しては、それぞれ、Teacher Efficacy for Inclusive Practices（TEIP)、Sentiments,
Attitudes, Concerns regarding Inclusive Practices (SACIE-P)と呼ばれる、先行研
究で確立した分析尺度を使用し、質問紙及び半構造化インタビューの設計を行っ
た。結果、日本においては 189 名、シンガポールにおいては 183 名の教師から質
問紙への回答を収集し、その回答者の中から、それぞれ38名と15名に対して、有
効なインタビュー結果を得ることができた。
これらのデータの分析の結果、日本の教師の障害児のインクルージョンに対する
自己効力感は比較的高いが、インクルーシブ教育か特別支援教育かという課題へ
の態度に関しては中立的であることがわかり、両者に対して、障害児を教育した経
験や、家族に障害者がいるかどうか、インクルーシブ教育に関する政策や法規に
関する知識などが影響していることがわかった。また、シンガポールでも、教師の自
己効力感は高く、態度は中立的であり、日本と似た状況を示したが、これに影響を
与えている要因は、教師の性別、学歴、研修歴等であり、若干日本と異なることが
わかった。
こうして、質問紙調査とインタビュー調査で抽出された教師の自己効力感と態度
の形成に作用する要因を基として、両者の関係をとらえ直し、両国におけるインク
ルーシブ教育の推進、障害児の通常学校へのインクルージョンに関して、その可
能性と限界を議論し、政策提言につなげている。特に、教師の研修と経験のバラン
ス、通常学級の教師と特別支援の専門性を有する教師との連携、政策的推進など
に関して、具体的な提言を行った。
２．本論文の構成と概要
第 1章 「Introduction to the Study」では、インクルーシブ教育の国際政策的発
展過程とこれに関する研究の概況が説明され、本研究のテーマである教師の障害
児教育に対する自己効力感と、インクルージョンへの態度形成の重要性を確認し
ている。その上で、研究の目的、研究課題、研究手法、本研究の意義などを説明し
ている。
第 2 章 「Lierature Review」では、本研究のための先行研究のレビューが提示さ
2れている。最初に、障害児教育に関連して発展したインクルーシブ教育の概念規
定が、教育学的な観点と、障害学の観点から概説され、特別支援教育の考え方と
の相克が議論されている。第二に、本研究の分析枠組みの基となる教師の自己効
力感と態度に関する研究を丁寧にレビューしている。
第 3章「Research Methodology」では、まず本研究の研究手法として、量的手法と、
質的手法を混合するアプローチをとること、日本とシンガポールにおける調査対象
へのパイロットスタディを含む段階的なアプローチの方法をとることを説明している。
また、質問紙調査と半構造化インタビューの方法、そのデザインの基となる TEIP と
SACIE-P 及び量的・質的手法の分析手法の詳細に関しても、先行研究を交えて、
紹介している。倫理審査のプロセスについても、紹介がなされている。
第 4章「Contemporary Issues in Japan」では、本研究のフィールドの一つである日
本の障害児教育・インクルーシブ教育の展開を歴史的・政策的にレビューし、特に
教師の自己効力感と態度に関する動向を説明している。
第 5章「Contemporary Issues in Singapore」では、本研究のもう一方のフィールド
であるシンガポールの障害児教育・インクルーシブ教育の展開を政策的にレビ
ューし、日本と同じく、教師の自己効力感と態度に関する動向を説明している。
第 6章「Analysis of Quantitative Study」、第 7 章「Analysis of Qualitative Study」
では、日本とシンガポールにおける教師の質問紙調査の量的分析と半構造化イン
タビューの質的分析の結果が提示されている。
第 8 章「Discussion and Conclusion」では、前章での分析結果を統合し、再度多
層的・総合的な分析を試み、日本とシンガポールにおける教育の障害児教育への
自己効力感と、インクルージョンへの態度に関して、特に、政策やリーダーシップ、
教師の性別、教育・研修レベル等に焦点をあてて、インクルーシブ教育推進のた
めの課題と道程が考察されている。
３．口述試験での質疑応答
本論文審査委員会は、申請者から提出された学位請求論文を査読し、2017
年 4 月 19 日に 2時間余にわたり口述試験を実施した。委員会からの主たる助
言、修正要求の論点は以下の通りである。
（１）インクルーシブ教育を所与の目標とするのではなく、インクルーシブ教育が社
会において達成すべき本当の理想を、この研究成果から、議論すべきである。
（２）日本とシンガポールという教育の質や学生の学習到達度に国民的関心のあ
る国において、どのようにインクルーシブ教育を推進するのか、本研究結果から
導かれる、具体的示唆を結論部分で議論すべきである。
（３）教師のキャリアがどのように教師の自己効力感と態度に影響を与えるのかに
3ついても、言及すべきである。
（４）本研究では、教師の自己効力感と態度に何が影響を与えるのかが問われて
いるので、この 2つの概念は従属変数であるべきであるが、学生の学習到達度に
対しては独立変数として扱われるため、論理展開の中で、若干の混乱が散見さ
れる。概念枠組みを図示するなど明確にし、これに沿って、本文や要約も修正す
べきである。
（５）調査地である日本とシンガポールの学術的な選定理由を説得力のある形で
示すべきである。また、日本におけるフィールドワークの場所である東京、つくば、
熊本について、その違いと選定理由を明確に示すべきである。
（６）日本における小学校と中学校の教師の役割の違いの影響を議論すべきであ
る。
（７）研究目的と研究設問に若干の混乱が見られる。また、本研究による実証的研
究成果と、その後に議論されている政策への示唆の間のつながりを説得的に書
き直すべきである。
（８）実証研究の結果が書かれるべき章に、先行研究のレビューが数多くなされて
いる。研究結果と先行研究の関連を見ることは重要であるが、先行研究の章と判
別がつかなくなるほど多いのは、問題がある。
口述試験では、以上の指摘や質問に関して回答が示され、修正すべき点につ
いては、最終提出までに適切に修正することとなった。審査委員会は修正意見に
対する対応表とともに、修正が適切になされていることを確認した。
４．評価と審査結果
以上のように本論文は、教師の障害児への教育に対する自己効力感と態度に焦
点を当て、両者に影響のある様々な要因を、日本とシンガポールを事例に、実証
的に考察したものである。障害児教育・インクルーシブ教育は、両国において、近
年政策的実践的な重要性は指摘されながらも、本研究のような実証研究は十分で
はなかった。本研究では、教師の自己効力感や態度に影響を与える要因に焦点を
当てた上で、実証分析の結果を基に熟度の高い政策的示唆に富む考察を行うこと
に成功しており、これは本研究の大きな学術的貢献と言える。口述試験の内容
を踏まえ、論文に関して慎重かつ総合的に審査を行なった結果、博士学
位請求論文としての水準を満たしているものと判断し、これを受理すること
に全委員が合意した。
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